
財団法人函館地域産業振興財団 

平成２１年度 事業計画 

 

（基本計画） 

 

 米国のサブプライムローン問題に端を発した１００年に一度といわれる世界同時不

況の中で、我が国は、平成２０年度に１次、２次の景気対策を実施し、特に２次補正に

おいては、自治体による雇用機会の創出、離職者への住宅・生活支援や地域の活性化等

の対策を盛り込み、引き続き新年度にも新たな景気対策を検討するとの報道がされてい

ます。 

 これらの動きを受けて、税収の大幅な落ち込みにもかかわらず、北海道においては、

保健福祉や経済対策等に手厚い予算配分がなされたところであります。 

 函館地域の経済状況については、公共投資や企業の建設需要は横這いの動きとなって

いるものの、雇用環境の厳しさや株価下落による消費マインドの悪化等から個人消費が

弱まっているほか、観光客入込数も減少している状況にあり、大型店舗の撤退・閉店の

報道等、不況感が一層増しております。 

 このような状況の中にあって、当財団は、「函館地域高度技術産業集積活性化計画」

及び「北海道事業環境整備構想」に基づき、２市１町を対象エリアとして地域・企業の

ニーズに即した各般の支援事業を実施し、新事業の創出に係る中核的運営機関として地

域の活性化に取り組んでいるところであります。 

 平成２１年度予算の編成にあたりましては、昨年１０月以降の急激な円高水準の影響

を受け、運用益の減収が見込まれますが、平成２０年度予算を補正して、積立資産とす

べき資金を平成２１年度へ繰り越して平年並みの水準を確保し、企業への支援事業であ

る各種助成金の上乗せや助成率の引き上げのほか、企業が新製品開発を行う際の初期段

階における迅速な資金面でのサポート、新製品の市場販路拡大支援、地域資源の活用に

よる新産業の創出や事業化の実現を目的とした地域産業創出推進事業に取り組むとと

もに、昨年に引き続き２市１町から函館地域産業活性化企業誘致活動事業を受託し、企

業誘致活動の支援をしてまいります。 

 高度技術開発等事業につきましては、地域企業の技術の高度化や新製品開発を支援す

るため、研究開発事業、試験分析、技術相談及び技術研修事業に取り組んでまいります。 

 これらの事業のほか、産学官のさらなる連携強化を図る中で受託・共同研究を推進し、

起業化の促進と新事業創出のための積極的な支援活動、環境作りを行ってまいります。 

 文部科学省からの委託等事業である「都市エリア産学官連携促進事業」は、全国的に

当地域が高い評価をいただく中で、平成２０年度をもって事業が終了することとなりま

すが、６ヶ年の事業実施に伴い函館地域発の多くの製品が開発されたことから、これら

の製品の更なる販路開拓について他の外部資金を活用し、継続して推進してまいりたい

と考えております。 

 地方経済が益々厳しさを増す中にあって、当財団の果たすべき役割は、より一層その

重みが増しているものと認識しております。 

 このことから、今後も地域産業の振興に向け、関係機関等とより一層の連携を図りな

がら、総合的な支援機能を有する機関として努力してまいります。 

 

（事業重点項目） 

 

１ 高度技術の開発・技術移転による新事業の創出支援 

２ 産学官の連携による受託・共同研究開発及び起業化支援事業の推進 

３ 新製品市場販路拡大支援の一層の強化 

４ 各種資金助成による地域産業活性化の促進 

５ 函館地域産業活性化企業誘致活動の支援 

 



１ 債務保証事業 

（１）目的 

函館地域における高度技術に立脚した産業開発を促進するため、企業が高度技術の開発や

高度技術を製品の開発に利用するために必要な資金の借入れについて債務保証を行い、融資

の円滑化を図る。 

 

（２）事業概要 

① 対象企業 

地域内の企業であって、次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当する者 

（ア） 地域内で製造業又はソフトウェア業を営んでいる者で、次の要件を満たすもの 

ａ 高度技術の開発又は利用を企業経営の主要目的としている企業 

ｂ 高度技術の開発又は利用の実績のある企業 

ｃ 高度技術の開発又は利用に必要な技術的能力、経営能力を有する企業 

（イ） その他高度技術の開発若しくは利用を行う者又は高度技術の開発若しくは利用を

行おうとする者で、財団が特に認めたもの 

② 対象事業 

（ア） 現在の技術水準からみて新規性のあるもので製造業にあっては、次の ａ 又は ｂ 

に該当するもの 

ａ 機械又はシステムの開発などに関するもの 

ｂ 新製品の開発及びこれらに関連する設備、部品材料、原材料等の開発等に関する

もの 

（イ） ソフトウェア業にあっては、次の ａ 又は ｂ に該当する者 

ａ 新たにプログラムを開発し生産するもの 

ｂ 新たに開発されたプログラムを生産するもの 

③ 対象経費 

研究開発のために必要な原材料、副資材、機械設備、治具・工具、外注加工、委託（設

計、試験、分析等）技術導入、据付、人件費（ソフトウェア業に限る。）、電子計算機及び

周辺端末装置の賃借料等の経費 

④ 保証額及び保証率 

（ア） １企業当たり保証額上限 ２０，０００千円 

（イ） 保証率上限 １００％ 

⑤ 保証料率及び保証期間 

（ア） 保証料率 年０．５％ 

（イ） 保証期間 ８年以内（うち据置期間１年以内） 

⑥ 担保 

担保は、原則として徴求しない。 

⑦ 保証人 

連帯保証人を２名以上徴する。 

⑧ 債務保証残高の上限 

保証元本残高の合計が債務保証・低利融資基金の２倍となる額までとする。 

⑨ 低利融資事業との関係 

低利融資事業と連動させて行うものとし、低利融資の対象となった事業について債務保

証を行う。 



（３）再保証 

本事業の安定した運営を確保するため、引き続き財団法人日本立地センターテクノポリス

債務保証基金制度に加入する。 

 

（４）債務保証額及び基金 

                 （単位：千円） 

新 規 保 証 額 ５０，０００

債 務 保 証 残 高 ５０，０００

基 金 １７０，５２３

 

２ 低利融資事業 

（１）目的 

企業が高度技術の開発を行い、又は高度技術を製品の開発に利用するために必要な資金に

ついて、金融機関を通じて融資を行う。 

 

（２） 事業概要 

① 対象企業、対象事業及び対象経費 

債務保証事業と連動させて行うものとし、対象企業は、いずれも債務保証の場合と同一

とする。 

② 融資金額 １企業当たり２０，０００千円以内 

③ 融資期間 ８年以内（うち据置期間１年以内） 

④ 融資利率 年１．７％以内 

⑤ 担    保 担保は、原則として徴求しない。 

⑥ 保 証 人 連帯保証人２名以上 

⑦ 償還方法 原則として元金均等月賦償還とする。 

 

（３） 融資計画 

（単位：千円） 

新 規 融 資 額 ５０，０００

融 資 残 高 ５０，０００

利 子 補 給 額 ７００

 

 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  

財団  5,602

事業費合計額  5,602

 



３ 技術振興事業 

（１）研修指導事業 

① 目的 

地域企業の技術高度化、高度技術の開発又は利用を促進するため、企業の経営者、技術

者等に対し、研修、指導、助言事業を行う。 

② 事業概要 

区      分 事  業  内  容  等 期 間 定   員 回  数

産 業 技 術 研 修 デザインセミナー、実技研修会等 １日 ２０～５０人 ８回 

技 術 

コンサルティング 

技術コンサルタント、デザイナーの派

遣によるコンサルティング 
１日 ３企業 ３回 

研 修 生 

受 入 れ 

工業技術センターにおいて、地域企業等から研修生を受入れて指導

する。 
随時 

科学情報の提供 ＪＤｒｅａｍⅡ等を利用した特許情報の提供 

異業種交流推進 地域異業種交流活動の支援 

③ 事業費 

４，１５９千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  140

財団  4,019

事業費合計額  4,159

 

（２）研究開発助成事業 

①  目的 

高度技術の開発の促進や高度技術を利用する企業等の育成を図るため、函館地域の企業

が高度技術、新製品の研究を行う場合に研究開発費の一部を助成する。 

② 事業概要 

（ア）対象企業 

函館地域内で製造業又はソフトウェア業を営んでいる者 

（イ）対象事業 

高度技術、新製品の開発に関する試作研究及び基礎研究事業 

（ウ）対象経費 

試作研究事業に係る原材料、副資材等の購入経費、その他財団が認める経費 

（エ）助成費 

対象経費の３分の２以内とし、１件当たり３，０００千円（共同研究は５，０００

千円）を限度とする。 

 

 

 

 

 

 



③ 事業費 

１１，２７１千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  

財団  11,271

事業費合計額  11,271

 

（３）技術者研修助成事業 

①  目的 

地域企業の技術者等の育成及び地域への技術移転を進めるため、地域の企業が技術者等

の研修に要する経費の一部を助成する。 

②  事業概要 

地域企業が、技術者等を大学、研究機関、企業等に派遣し、高度技術に係る研修を行わ

せようとする場合に必要となる経費の一部を助成する。 

（ア）対象企業 

函館地域内で製造業又はソフトウェア業を営んでいる者 

（イ）対象経費 

研修に要する旅費、滞在費、その他財団が認める経費 

（ウ）助成費 

対象経費の３分の２以内とし、１件当たり５００千円までとする。 

③ 事業費 

１，０００千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  

財団  1,000

事業費合計額  1,000

 

（４）自主研究開発事業 

①  目的 

地域のニーズに根ざしたテーマについて財団独自で研究開発を行い、その成果を地域企

業に技術移転し、起業化の推進に役立てる。また、企業が、新たに事業化を行おうとする

開発初期段階の課題を解決するための開発支援を行う。 

②  事業概要 

バイオテクノロジー分野、新素材分野関連のテーマ（雑海藻からの有機酸合成技術の基

礎検討）について自主研究開発を行うほか、企業が新製品開発を行う際に必要な初期段階

のフォローアップとして試作・検討（企業課題対応研究）を行う。 

 

 

 

 



区   分 事    業    内    容 

自主研究開発 
バイオテクノロジー分野、新素材分野関連のテーマについて

研究開発を行う。  

企業課題対応研究 
企業が新製品開発を行う際に必要な初期段階のフォローアップ

として、試作・検討を行う。 

 

③ 事業費 

３，５００千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

 委託料  

 その他  

 財団  3,500

事業費合計額  3,500

 

（５）産学官連携型クラスター整備事業 

①  目的 

地域が有する技術、ノウハウ、企業などの産業力と大学等が有する知的資源を積極的に

活用しながら、地域が主体となって新たな産業創出をプロデュースし、これを事業化して

いく持続的なシステムを構築する。 

②  事業概要 

地域産業プロデューサーを設置して、地域の生産現場や研究現場での調査等を実施し、

ビジネスへ発展する可能性のあるプロジェクトの創出、開発検討等を実施する。 

（ア）市場ニーズに対応するため、企業、大学への訪問調査 

（イ）企業ニーズと大学等シーズの組み合わせ 

（ウ）プロジェクト調査の検討（特許調査、委託研究、簡易試作） 

③ 事業費 

   ８，１４０千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金 ノーステック財団 4,845

委託料 ノーステック財団 1,260

その他  

財団  2,035

事業費合計額  8,140

 

（６）新事業展開等促進事業 

①  目的 

地域の金融機関と連携し、経営環境の悪化しつつある中小企業の早期経営改善支援を行

うとともに、新事業展開を図る企業を支援するため、ビジネスプランのフォローアップ等

を行う。 

②  事業概要 

企業の経営相談、再生可能な中小企業の経営改善計画の作成を支援する。 

 

 



③  事業費 

６，００４千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料 北海道 6,004

その他  

財団  

事業費合計額  6,004

 

（７）財団活動ＰＲ事業 

①  目的 

財団の支援制度や工業技術センターの各種事業の PR を積極的に行い、財団や工業技術セ

ンターの活発な利用促進を図る。 

②  事業概要 

区      分 事  業  内  容  等 

研究成果品等の PR 事業 

渡島・檜山管内の関係機関、企業等を訪問し、工業技術

センターの成果品等をＰＲするとともに利用促進に繋

げる。 

財団ＷＥＢサイトの更新等 「函館・道南の頑張ってる企業」サイトの拡充 

その他 パンフレットの作成等 

③  事業費 

１，７３７千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  

財団  1,737

事業費合計額  1,737

 

（８）地域力連携拠点事業費 

①  目的 

北海道経済産業局から函館商工会議所が受託した「地域力連携拠点事業」のパートナー

機関として会議所から受託し実施するもので、地域資源を活用して事業化を目指す企業の

案件発掘、認定に向けた支援を行い、地域の活性化を図る。 

 

②  事業概要 

渡島・檜山地域内の地域資源を活用する新事業展開を図るために、案件発掘のための窓

口相談や地域巡回の相談事業、事業構想のブラッシュアップのための専門家派遣事業等を

実施する。 

 

 

 

 

 



③  事業費  

１,０８０千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料 函館商工会議所 1,080

その他  

財団  

事業費合計額  1,080

 

（９）地域資源活用新商品販売チャンネル支援事業 

①  目的 

平成 15 年度から平成 20 年度まで実施した都市エリア産学官連携促進事業や地域の

中小企業との共同研究等により、地域資源を活用した多数の新商品が創出されている

ことから、広域的な販売促進活動の支援を行い、地域企業の販売チャンネルの拡大を

図る。 

 

②  事業概要 

・ 地域資源を活用した新商品の販売促進活動 

・ 事業成果品に関するマーケティング活動 

・ 地域ブランド形成の支援活動 

 

③  事業費  

１２，５６５千円 

財源内訳 収入先 金額（千円） 

 補助金  

委託料 函館市 12,565

その他  

財団  

事業費合計額  12,565

 

（１０）地域新ビジネス創出モデル事業 

①  目的 

地域が主体となった産業の創出・事業化を推進するするため、地域のニーズや素材を基

にしたビジネス化のアイディアを掘り起こし、道内の大学等が有する知的資源や産業支援機

関の支援機能を活用しながら産学官連携による地域産業の創出システムを構築する。 

 

②  事業概要 

・ 平成 21 年度プロジェクト名  「幼体移植式藻場造成法の事業化」 

従来の藻場造成は、海藻が着生する基質となるコンクリート製の藻礁などを沈設する手法が主

に用いられてきたが、この方法は海藻の自然着生に依存した方法であるため、確実性が低く、目

的とする海藻種が着生しないなどの問題があった。本事業では、室内で培養した海藻の幼体を、

藻場造成区画に取り付けることにより、確実かつ効率的に藻場を造成する移植種苗による藻場造

成システムを確立し、日本沿岸各地での藻場造成事業へ展開する。 

 



③  事業費  

１２，０９０千円 

財源内訳 収入先 金額（千円） 

 補助金 北海道 6,000

委託料  

その他  6,090

財団  

事業費合計額  12,090

 

４ 高度技術開発等事業 

（１）研究開発事業 

① 高度研究開発・応用研究事業 

（ア）目的 

地域企業の技術高度化や技術シーズを蓄積するために、地域ニーズに即応した先端

技術分野における基礎及び応用技術の研究開発を推進する。（10 テーマ） 

（イ）研究開発テーマ 

ａ  水産食品製造業における工学的インプルーブの適用に関する研究（Ｈ20～22） 

ｂ  未利用エネルギの有効活用に関する研究（Ｈ19～21） 

ｃ  傾斜機能耐磨耗工具材料の開発（Ｈ21～23） 

ｄ  農水畜産系高分子のリサイクル技術の開発（Ｈ20～22） 

ｅ  真空を応用した光機能材料の薄膜プロセスに関する研究（Ｈ21～23） 

ｆ  食品水分状態を指標としたドライシステムに関する研究開発（Ｈ20～22） 

ｇ  生物情報の有効活用と地域バイオマス資源の高付加価値化に関する研究開発 

（Ｈ20～22） 

h  農水産資源の素材を活用した商品化に関する研究開発（Ｈ20～22） 

ｉ  分子生物学的手法を利用した水産食品等の品質評価技術に関する研究開発 

（Ｈ20～22） 

ｊ  素材特性を生かした地域水産資源の高付加価値化に関する研究開発（Ｈ21～23） 

（ウ）事業費 

８，５７３千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料 北海道、函館市 8,037

その他  

財団  536

事業費合計額  8,573

 

② 起業化支援研究等推進事業 

（ア）目的 

地域企業の起業化を目的とした共同研究や大学等の学術研究機関の研究成果等を地

域企業に技術移転し、大学等との共同研究を円滑に実施するため、研究課題の企画調

整及び関係機関との連絡調整を行う。 

 

 



（イ）事業費 

４８９千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料 北海道、函館市 489

その他  

財団  

事業費合計額  489

 

（２） 試験分析事業 

① 目的 

試作品や製品等の品質評価のために地域企業からの依頼を受けて試験分析を行い、製造

工程の見直しや技術力の向上に寄与することにより企業活動を側面から支援する。 

② 事業概要 

細菌数測定、強度試験、定性元素分析、一般成分分析など 

③ 事業費 

１，５２５千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料 北海道 1,525

その他  

財団  

事業費合計額  1,525

 

（３） 技術相談事業 

① 目的 

企業等が行う新製品の開発や製造工程等における技術的諸問題を解決するために技術相

談を行う。 

② 事業概要 

区     分 事    業    内    容 

個別技術相談 
工業技術センターにおいて、技術相談の申込みのあった企

業から個別に相談を受け、技術的諸問題の解決に努める。 

巡回技術相談 
企業を訪問して個別に相談を受け、技術的諸問題の解決に

努める。 

 

③ 事業費 

１，３９１千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金 北海道、函館市 1,391

委託料  

その他  

財団  

事業費合計額  1,391

 

 

 



（４） 研修事業 

① 目的 

地域企業の技術の高度化を図るため、先端的な技術及び基礎・応用技術の修得を目的と

した実践的な研修を行う。 

さらに、企業における技術的課題の多様化に対応するため、個別密着型で、かつ、技術

移転機能を重視した個別技術研修を行う。 

② 事業概要 

区     分 定   員 テ ー マ 数 

一般技術研修 短 期 ２０～８０名 ５  

実技技術研修 中 期 １０名 １ 

個別技術研修 ５０名 ５分野１０回 

③ 事業費 

１，５１７千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金 北海道、函館市 1,217

委託料  

その他 一般企業等（受講料） 300

財団  

事業費合計額  1,517

 

（５） 技術情報提供事業 

① 目的 

地域における新製品開発や技術改善を行う環境を整備するため、日本工業規格（ＪＩＳ）

や工業技術に関する専門図書の閲覧のほか、外部機関を活用した技術情報の提供を行う。 

② 事業概要 

工業技術情報などについてのデータ及び図書による情報提供を行う。 

③ 事業費 

１，１７５千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金 北海道、函館市 1,175

委託料  

その他  

財団  

事業費合計額  1,175

 

（６）広報等事業 

① 目的 

工業技術センターの事業内容、研究開発成果等を地域内外へ広く PR し、利用拡大を図る。 

② 事業概要 

区    分 事         業         内        容 

広 報 
パンフレット、研究報告、業務報告書の発行 

「ＨＩＴＥＣニュース」のホームページでの提供 

成 果 の 展 示 先端技術及び研究開発成果の展示を行う。 

 



③ 事業費 

９１８千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金 北海道、函館市 918

委託料  

その他  

財団  

事業費合計額  918

 

（７）地域産業化支援事業 

① 目的 

大学や工業技術センターの技術シーズの地域企業への移転を促進するための研究開発に

取り組み、新製品や新事業の創出を図る。 

② テ ー マ 

（ア） 機械部品の超精密加工技術に関する産業化支援研究 

（イ） 機能性探索による地域食品素材のブランド力向上のための研究開発 

（ウ） 近赤外分析による地域食材及び加工食品の品質評価技術の開発 

③ 事業費 

２，１３６千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  

財団  2,136

事業費合計額  2,136

 

（８）受託研究開発等事業 

① 目的 

地域企業等における研究開発や新製品の開発を促進するため、受託研究及び共同研究を

行う。 

② 事業費 

３０，０００千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他 民間企業等 30,000

財団  

事業費合計額  30,000

  

（９）北海道立工業技術センター指定管理者事業 

① 目的 

北海道立工業技術センターの指定管理者業務を行う。 

② 事業概要 

北海道立工業技術センターの会議室・研修室及び試験分析機器の貸し出し、使用料の徴

収、施設設備の維持管理、見学者・来客者への対応等の業務を行う。 



③ 事業費 

２０，６２７千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金   

委託料  

その他 北海道（負担金） 20,627

財団  

事業費合計額  20,627

 

（１０）広域的新事業支援ネットワーク拠点重点強化事業（バイオクラスター事業） 

① 目的 

地域水産資源の高度有効利用と高付加価値物質の生産に関する技術開発を基に、当地域

で産業クラスターを形成し、技術開発の成果を地域外に情報発信することによって新製品

開発、新事業や新規企業の創出を加速し、販路の開拓、市場の拡大を図る。 

② 事業概要 

函館地域におけるバイオ関連の産学官による函館地域バイオ産業クラスターを組織化し、

参加企業の技術情報等の発信、当地域で推進してきた文部科学省の「都市エリア産学官連

携促進事業」をはじめとする多数の研究開発成果等を各種の展示会へ出展して、技術情報

の収集や販路開拓を図り、新製品開発、新事業及びベンチャー企業の創出を推進する。 

③ 事業費 

５，５０３千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金 北海道経済産業局 5,503

委託料  

その他  

財団  

事業費合計額  5,503

（１１）研究開発促進事業 

① 目的 

工業技術センターの研究開発や受託・共同研究開発のフォローアップ、知的財産権の出

願等の促進及び研究員の資質向上に資する。 

② 事業費 

２，０００千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  

財団  2,000

事業費合計額  2,000

 

（１２）地域資源活用新商品開発支援事業 

① 目的 

  平成 15 年度から平成 20 年度まで実施した都市エリア産学官連携促進事業により蓄

積された技術及び地域資源を活用して、地域企業による地域資源活用型新商品の速や

かな創出を図る。 



② 事業概要 

・ 新商品開発に関する試験・分析・試作等の支援 

③ 事業費 

１３，４１９千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料 函館市 13,419

その他  

財団  

事業費合計額  13,419

 

（１３）知的クラスター創成事業（グローバル拠点育成型） 

    クラスター名 「函館マリンバイオクラスター」 

①  目的 

これまで当地域においては、地域産業の競争力強化や新産業創出等を目指して産学官

連携活動等が行われてきたが、今後、地域の自立化を促進しつつ、国際的に強み・特徴の

ある研究ポテンシャルや技術的にコアとなるシーズを活かして、グローバルな展開を図ること

により、国際競争力を有する地域クラスターの育成を推進する。 

 

②  事業概要 

（ア）研究開発 
 海を計測可能な巨大な生産システムと捉え、海洋生物由来有価物の持続的生産に必

要なキーテクノロジーを総合的に研究開発し、持続的に発展可能なマリン産業クラス

ターを形成する。環境を予測しつつ循環的に生産活動を発展させることにより、関連

産業群の発展と沿岸の環境浄化・CO2高効率固定を同時に実現するとともに海洋由来

食料生産モデルを戦略的に確立し、わが国の食料問題に貢献するほか、東アジアの生

産拠点から環太平洋へと取組を発信・展開する。このため、次の４テーマの研究開発

を推進する。 
a   海洋空間情報を活用した沿岸生物相・水圏環境の健全化と高次活用の両立 

b  高機能性物質を含有する北方系メガベントス※の自立型バイオファーミング 

c  メガベントス※の生物特性を活かした高機能資源創出のための研究開発 

d  食と健康のグローバル･スタンダード構築のための研究開発 

  ※メガベントス：水域に生息する大型底生魚介類（海藻類、チョウザメ等） 
（イ）産学官連携体制の強化のための活動等 
      クラスター拠点の形成、広域的な産学官ネットワークの構築、及び事業化推進を

図るため、各種の関連事業を実施する。 
（ウ）成果育成・技術移転 
クラスター事業の周知と共同研究事業への参画呼びかけを目的とし、関連業界や研

究機関を対象とした事業紹介、講演会、普及事業等を実施する。 
  
 

 

 

 



③  事業費  

３００，０００千円（国委託分） 

 １０，３２６千円（地域負担分） 

   合計 ３１０，３２６千円 

 

財源内訳 収入先 金額（千円） 

 補助金 北海道、函館市 10,326

委託料 文部科学省 300,000

その他  

財団  

事業費合計額  310,326

 

（１４）平成 21 年度戦略的基盤技術高度化支援事業 

    「３Ｄ－ＥＬ；無機ＥＬシートの３次元一体成形による操作パネルの開発」 

 

① 目的 

我が国製造業の国際競争力の強化と新たな事業の創出を目指し、中小企業のものづくり

基盤技術（鋳造、鍛造、切削加工、めっき等）の高度化に資する革新的かつハイリスクな研究

開発等を促進することを目的とする。 

 

② 事業概要 

  情報家電等の操作パネルは、部品点数低減、設計・組立コストの低減、省電力化、

薄型化、新しいデザイン、ユーティリティ向上などが求められている。本事業では、

ＥＬシートの構造などを検討して成形性を高めながら、３次元一体成形に適した金型

形状・クリアランスなどの金型設計技術、加熱・冷却システム等を備えた成形装置と

成形条件を見出し、さらに品質保証できる検査技術を確立し、３Ｄ－ＥＬの量産化を

目指す。 

 

③ 事業費  

４１，２２８千円 

 

財源内訳 収入先 金額（千円） 

 補助金  

委託料 北海道経済産業局 41,228

その他  

財団  

事業費合計額  41,228

 

５ 地域産業活性化事業 

（１）起業化助成事業 

① 目的 

工業技術センターとの受託・共同研究等や財団の低利融資等により蓄積された技術シー

ズを地域企業等が起業化に向けて行う事業に対し、その経費の一部を助成する。 

② 事業概要 



      ａ 対象企業 

函館地域で小企業者等（中小企業の組合等、４社以上の企業グループ等）又は、財団

が特に支援の必要があると認めた起業化を行おうとする中小企業又は個人であって、次

の（ａ）又は（ｂ）のいずれかに該当するもの 

（ａ）函館地域で製造業又はソフトウェア業を営んでいる者で、次の要件を満たすもの 

・高度技術の開発又は利用を企業経営の主要目的としているもの 

・高度技術の開発又は利用の実績のあるもの 

・高度技術の開発又は利用に必要な技術的能力、経営能力を有するもの 

（ｂ）その他高度技術の開発若しくは利用を行う者又は高度技術の開発若しくは利用を行

おうとする者で、財団が特に認めたもの 

ｂ 対象事業 

・商品・デザイン開発事業 

・情報収集事業 

・能力開発事業 

・市場開拓事業 

・その他地域技術シーズの起業化のための事業であって、財団が特に必要と認めたも

の 

ｃ 対象経費 

原材料費、副資材費、治具工具費、外注加工費、技術指導費、委託費、人件費（ソフ

トウェア業に限る。）、その他財団が認めた経費 

ｄ 助成額 

対象経費の３分の２以内とし、１件当たり５，０００千円を限度とする。 

③  事業費 

９，４０１千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  

財団  9,401

事業費合計額  9,401

 

（２）市場・販路開拓等事業 

① 地域技術・製品市場販路開拓事業 

（ア）目的 

地域特有の技術シーズ・新製品等の市場、販路開拓のため、北海道技術・ビジネス

交流会等へ出展するほか、企業が各種展示会へ出展する際の費用の一部を助成する。 

（イ） 事業概要 

区       分 事     業     内     容 

北海道技術・ビジネス交流

会･ほか各種展示会への出展

 函館地域ゾーンを設け、工業技術センターの研究

成果、地域企業の新製品、技術等の紹介及び商談  

 

 

 



（ウ）事業費 

   ４，８０４千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金   

委託料  

その他  

財団  4,804

事業費合計額  4,804

 

② 出展支援事業 

（ア）目的 

函館地域内で製造業、ソフトウェア業を営む企業等が道内外のビジネス交流会等へ

出展する場合の出展経費の一部を助成する。 

（イ）事業概要 

対象企業：函館地域内で製造業又はソフトウェア業を営んでいる者 

対象事業：各種展示会 

対象経費：展示会に係る出展料、旅費、ブース装飾費用その他財団が認める経費  

助成額：助成対象経費の２分の１以内で１社７５万円を限度とする。 

（ウ）事業費 

１，５００千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  

財団  1,500

事業費合計額  1,500

 

（３）起業化促進事業 

①  起業化コーディネート事業  

（ア）目的 

   函館地域において、新分野進出や起業化を行おうとする企業に対してコーディネー

トを実施することにより、函館地域における企業の育成・発展、新産業創出を図る。 

（イ）事業概要 

   各種のビジネスコーディネーターの招聘や企業が行う起業化活動に随行し、起業化

へ向けた活動支援を行う。 

（ウ）事業費 

   １，１５５千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  

財団  1,155

事業費合計額  1,155

 

 



②  起業化スタートアップ実技研修事業 

（ア）目的 

           地域企業が自社を PR するためのホームページの作成支援等を通じて企業の育成・発

展を図る。 

（イ）事業概要 

区      分 期 間 定 員 回 数 

画像処理実技研修会 １日 １８人 ３回 

イラスト作成実技研修会 １日 １８人 ３回 

（ウ）事業費 

   ８０５千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  

財団  805

事業費合計額  805

 

③  起業先進地調査事業  

（ア）目的 

      起業に対し特徴的な事業展開を行っている機関等を調査し、地域企業の新しい効率

的な支援方法を検討する。 

（イ）事業概要 

   今後の起業支援や第二創業の促進を図るために、起業が活発な先進地の視察調査を

行う。 

（ウ）事業費 

   ６２５千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料  

その他  

財団  625

事業費合計額  625

 

（４）函館地域産業活性化企業誘致活動事業 

① 目的 

企業立地の取り組みを支援し、地域産業の活性化を目的とする「企業立地の促進等によ

る地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律」（略称：企業立地促進法）が平成

１９年６月に施行されたことを受け、平成２０年２月１４日に、函館圏をエリアとする２

市１町（函館市、北斗市、七飯町）及び関係団体は函館地域産業活性化協議会を立ち上げ、

基本計画（平成２０年～２５年度）を策定し、同年６月１６日に経済産業省等関係省庁の

同意を得た。 

この基本計画では、国の支援策を有効に活用しながら、水産や農業に恵まれた自然条件

や活発な産学連携の取り組みなどを活かし、「水産・海洋関連産業」、「農業関連産業」のさ

らなる集積と活性化を目指すほか、道央圏の自動車産業の成長を見据えた「機械金属関連



産業」、高等教育機関との連携による人材供給基板を有する「情報技術・情報サービス関連

産業」の新規立地と高度化を図ることとしている。 

② 事業概要 

平成２１年度実施事業として、平成２０年度事業として行った地域ＰＲパンフレット、

ホームページ、ＰＲパネルの作成などの見直しを含めた事業の継続に加え、首都圏への企

業誘致推進員の配置、企業立地動向アンケート調査の実施、シーテックジャパンなどの大

規模展示会への出展を予定している。 

③ 事業費 

１６，４０２千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金 国、函館市、北斗市、七飯町 14,950

委託料  

その他 函館市、北斗市、七飯町 1,452

財団  

事業費合計額  16,402

 

６ 函館市産業支援センター運営事業 

（１）函館市産業支援センター指定管理者業務 

① 目的 

函館市から指定管理者として委託を受け、高度な技術を要する研究開発型企業及び新規

事業を展開する企業を育成して、特色ある企業の創出と地域産業の発展に資するため、函

館市産業支援センターの管理を行う。 

② 事業概要 

・ 起業化に関する事項全般並びに建物及び機器等の維持管理・保守点検等の実施を行う。 

・ パソコンを利用した実技研修を開催し、スキルアップをめざす起業者への支援活動を行う。 

・ その他、インキュベーションマネージャー（IM）等による、入居者や卒業者等に対する支援や育

成を行う。 

 

③ 事業費 

２０，５７１千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料 函館市 20,571

その他  

財団  

事業費合計額  20,571

 

（２）ＩＴ支援事業施設管理 

① 目的 

函館市から委託を受け、事業未経験のスタートアップ段階の情報系起業家を対象とした

インキュベーション施設である「ｅスペースはこだて」の管理を行う。 

② 事業概要 

「ｅスペースはこだて」の運営、使用スペース及び機器等の維持管理等を行う。 

 



③ 事業費 

２，６７３千円 

財源内訳 収入先 金額（千円）

 補助金  

委託料 函館市 2,673

その他  

財団  

事業費合計額  2,673

 

 

 

 


